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第 4 号様式 

 

簡易公募型 プロポーザル方式 

 

 

参 加 説 明 書 

 

那覇港管理組合公告第 21 号(令和 6 年 6 月 14 日)の「令和 6 年度那覇港港湾脱炭素化推進計画策

定業務」に係る技術提案書の特定等については、関係法令、条例、規則及び要領に定めるもののほ

か、この参加説明書によるものとする。 

 

１ 業務概要 

 (1)業務名 令和 6 年度那覇港港湾脱炭素化推進計画策定業務 

 (2)履行場所 那覇港全域 

 (3)業務の目的 

国土交通省では、「2050 年カーボンニュートラル」宣言（2020 年 10 月）を契機に、港湾地域に

おける脱炭素化を目的とした「カーボンニュートラルポート（以下、「CNP」）」の形成に取り組ん

でおり、令和４年３月には、沖縄県内の重要港湾を対象として、「沖縄におけるカーボンニュート

ラルポート形成に向けた方向性」が沖縄総合事務局より示されたところである。 

これら施策・取組等を踏まえ、那覇港管理組合では、「令和４年度那覇港カーボンニュートラル

ポート形成計画策定業務委託」において、港湾脱炭素化推進計画作成に向けた方針の設定、温室

効果ガス排出量の削減計画等について検討を実施した。 

本業務は、上記業務の検討結果を踏まえ、水素・アンモニア等の需要推計及び供給目標の検討

を実施するとともに、港湾及び産業の競争力強化に資する脱炭素化に関連する取組、ロードマッ

プの作成等について各関係者と協議・検討を行い、「那覇港港湾脱炭素化推進計画」の策定を行う

ものである。 

 

 (4)業務内容 

  業務内容は以下を予定している。なお、実施内容、頻度については変更する場合がある。 

１ 港湾脱炭素化推進計画検討 

（１） 計画準備 

（２） 現状整理 

（３） 水素・アンモニア等の需要推計及び供給目標の検討 

① 需要推計 

② 供給目標の検討 

（４） 港湾脱炭素化促進事業及びその実施主体 

（５） 港湾における脱炭素化の促進に資する将来の構想 

（６） 港湾及び産業の競争力強化に資する脱炭素化に関連する取組 

（７） ロードマップの作成 

（８） 港湾脱炭素化推進計画の作成 

（９） 協議会の実施 （２回） 

① 協議会資料の作成 

       ② 協議会の運営 

２ 打合せ協議 （４回） 

３ 報告書作成 

  本業務において、技術提案を求める特定テーマは以下に示す事項とする。 

(ｱ) 港湾脱炭素化促進事業※１及びその実施主体の検討において、関係事業者等と効果的かつ

円滑に合意形成を図るための手法の提案 

※1 港湾脱炭素化推進計画の目標を達成するために、施設の名称（事業名）、位置、規模、 
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実施主体、実施期間及び事業の効果等について具体的に定めた事業のことであり、 

法令等に基づく各種支援措置の対象となるもの。 

(ｲ) 那覇港全体での脱炭素化に向けた、周辺事業者の将来的な参画を促進するための仕組の

提案 

 

 (5)履行期間 契約締結日の翌日から令和 7 年 3 月 21 日まで 

 (6)業務量の目安 12,562,000 円 以下 

 (7)成果品 成果品は以下のとおりとする。 

     報告書  2 部（紙による報告書は製本 A4 版とし、図面等は縮小 A3 版折込を標準） 

     ＣＤ－Ｒ 2 部 

 (8)業務の実施形態 

   ア 再委託の禁止 

    本業務について、主たる部分の再委託は認めない。 

  イ 主たる部分 

    本業務における「主たる部分」は、土木設計業務等共通仕様書(沖縄県土木建築部) 

      第 1128 条第 1 項に示すとおりとする。 

 

２ 参加資格 

 参加表明書、技術提案書を提出しようとする者は、次に掲げる資格等を満たしていること。 

 (1)参加者に共通して求める要件 

  ア 地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の 4 の規定に該当していないこと。 

  イ 土木建築関係コンサルタント業務（港湾及び空港）に登録を受けている者であって、那覇

港管理組合の令和 6・7 年度建設業及びコンサルタント入札参加資格者名簿における業種区分

土木関係建設コンサルタント、登録業種港湾及び空港に登録された者。 

  ウ 会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)に基づく更生手続開始の申立てをした者にあっては

更生計画の認可がされていない者又は民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)に基づく再生手

続開始の申立てをした者にあっては再生計画の認可がなされていない者ではないこと(上記

イの再認定を受けた者を除く。)。 

  エ 参加表明書等の提出期限の最終日から特定日までの期間において、那覇港管理組合の工事

等契約に係る指名停止等の措置要領に基づく指名停止がなされていないこと。 

  オ 参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。 

   (ア)資本関係 

         以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社又は子会社の一方が更生会社又  

        は再生手続が存続中の会社である場合は除く。 

        a 親会社と子会社の関係にある場合 

        b 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

   (イ)人的関係 

          以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、a については、会社の一方が更生会社 

        又は再生手続が存続中の会社である場合は除く。 

        a 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

        b 一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

   (ウ)その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

          その他上記(ｱ)又は(ｲ)と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合  

    カ 警察当局から、暴力団員が実質的に支配する建設業者又はこれに準じるものとして那覇港

管理組合発注工事等からの排除要請があり、当該状況が継続している者でないこと。 

  キ 実施方針及び特定テーマが適正であること。 

  ク 当該業務の見積額が契約限度額の範囲内であること。 

  ケ 経営状態が著しく不健全であると認められるものでないこと。 
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 (2)実績及び管理技術者等の要件 

  ア 企業に関する要件 

   (ア)2(2)イからエに挙げる基準を満たす管理技術者及び照査技術者を当該委託業務に配     

置できること。 

   (イ)同種又は類似業務の実績 

     下記に示される同種業務又は類似業務について、平成 26 年度以降から公告日までに完 

     了した業務(再委託による業務の実績は含まない。)において、企業単体もしくは共同企 

     業体の代表構成員として、実施した業務 1 件以上の実績を有さなければならない。 

     a 同種業務：国際戦略港湾、国際拠点港湾及び重要港湾の脱炭素化に関する計画検討業

務 

     b 類似業務：上記同種業務以外での脱炭素化に関する計画検討業務 

     （同種業務、類似業務とも日本国内における国・都道府県・政令指定都市、市町村等の

地方公共団体の公共事業を実施する機関の実績で、契約金額が 500 万円以上の業務と

する。また、実績で挙げた個々の業務成績は 60 点以上であることとするが、業務成

績評定制度のない発注機関における業務実績は、この限りでない。以下同じ） 

  イ 配置予定技術者の資格に関する要件 

   (ア)管理技術者 

     以下のいずれかの資格保有者であること。 

     [1]技術士（総合技術監理部門：建設－「港湾及び空港」、「建設環境」又は環境－「環境

保全計画」）の資格を有し、技術士法による登録を行っている者。 

     [2]技術士（建設部門：「港湾及び空港」又は「建設環境」）の資格を有し、技術士法によ

る登録を行っている場合には、7 年以上の実務経験を有し、かつ業務に該当する部門

（建設部門：「港湾及び空港」又は「建設環境」）に４年以上従事している者。 

     [3]RCCM（「港湾及び空港部門」又は「建設環境部門」）の資格を有し、「登録証書」の交

付を受けている者。 

   (イ)照査技術者 

     (ア)の管理技術者と同じ。 

  ウ 配置予定技術者の業務実績に関する要件 

   (ア)管理技術者 

管理技術者は、平成 26 年度以降から公告日までに完了した業務において、下記 a 若し 

くは b の実績を１件以上有すること。ただし、再委託による業務及び照査技術者として   

従事した業務は除く。職務上従事した立場は管理技術者又は担当技術者とする。 

     a 同種業務：国際戦略港湾、国際拠点港湾及び重要港湾の脱炭素化に関する計画検討業

務 

     b 類似業務：上記同種業務以外での脱炭素化に関する計画検討業務 

     （同種業務、類似業務とも日本国内における国・都道府県・政令指定都市、市町村等の

地方公共団体の公共事業を実施する機関の実績で、契約金額が 500 万円以上の業務と

する。また、実績で挙げた個々の業務成績は 60 点以上であることとするが、業務成績

評定制度のない発注機関における業務実績は、この限りでない。以下同じ） 

     なお、予定管理技術者が、評価対象期間に、産前休業、産後休業、育児休業、介護休業 

     を取得していた場合は、その取得期間と同等の期間を評価対象期間の以前に加えること 

     ができる。 

      出産・育児等とは、次のとおり。 

      ・産前産後休業(労働基準法(昭和 22 年法律第 49 号)第 65 条第 1 項又は第 2 項の規 

定による休業)。 

      ・育児休業(育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法 

       律(平成 3 年法律第 76 号)第 2 条第 1 号に規定する休業)及び介護休業(同条第 2 

号に規定する休業)をいう。 
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   (イ)照査技術者 

     (ア)の管理技術者の業務実績に関する要件と同じ。但し、職務上従事した立場は照査 

     技術者も認める。 

  エ 配置予定管理技術者の手持ち業務量に関する要件 

    管理技術者は、全ての手持ち業務の契約金額が 5 億円未満かつ手持ち業務の件数が 10 件

未満である者とする。ただし、契約金額が、1,000 万円を超える業務で、管理技術者が低入札

調査基準価格以下で契約した業務を担当している場合は、手持ち業務の契約金額が 2 億円未

満、又は手持ち業務の件数が 5 件未満とする。 

   ※手持ち業務量とは、公告日の前日(特定後未契約のものも含む)において管理技術者及び

担当技術者となっている 500 万円以上の他の業務をいう。  

   

３ 技術提案書の提出を要請する者を選定するための基準等 

 (1)技術提案書の提出要請者の数 

   次項に示す評価値基準の評価値から、原則として上位 3 者を選定する。なお、予定管理技術者 

 が、業務実績、業務成績の評価対象期間に、産前休業、産後休業、育児休業、介護休業を取得し 

ていた場合は、その取得期間と同等の期間を評価対象期間の以前に加えることができる。 

 

 (2)選定するための基準 

評価 

項目 

評価の着目点 

 

  

評価のｳｪｰﾄ 

   判断基準 

参
加
表
明
者(

企
業)

の
経
験
及
び
能
力 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

資

格

要

件 

 

 

技術

部門

登録 

 

 

 

(別記様式－2) 

 下記の順位で評価する。 

① 土木建築関係コンサルタント業務（港湾及び空港）に登録を受けて

いる者であって、那覇港管理組合の令和 6・7 年度建設業及びコンサ

ルタント入札参加資格者名簿における業種区分土木関係建設コンサ

ルタント、登録業種港湾及び空港に登録された者。 

② 上記に該当しない場合は選定しない。 

 

 

 

①3 

②選定しな

い。 

 

 

専

門

技

術

力 

 

 

成果

の確

実性 

(業務

実績) 

(別記様式－2)(別記様式－2 の 2) 

 過去 10 年間の同種又は類似業務等の実績を下記の順位で評価する。 

① 平成26年度以降に同種業務の実績がある。 

② 平成26年度以降に類似業務の実績がある。 

③ 上記に該当しない場合は選定しない。 

 記載する業務は1件以内とし、図面、写真等を引用する場合も含め、1 件

につき1枚以内とし、2枚以上提出した場合は、③の評価とする。 

（ここで、同種及び類似業務とは、２(2)ア(イ)の業務のこと。） 

 

 

①4 

②2  

③選定しな

い。 

 

 

管

理

技

術

力 

(迅速

性) 

当該

管内

常駐

技術

者 

(別記様式－4) 

 下記の順位で評価する。 

① 沖縄県内に管理技術者または担当技術者(1 人以上)が常駐している。 

② 上記以外 

 

①2 

②1  
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経

営

力 

自己

資本

率 

(別記様式－5 の 1) 

 下記の順位で評価する。 

① 自己資本率が 25％以上 

② 上下に該当しない 

③ 自己資本率が 10％未満 

 

①2 

②1  

③0 

賠償

責任

保険

加入

の有

無 

(別記様式－5 の 2) 

 下記の順位で評価する。 

① 保険金 5,000 万円以上の賠償責任保険に加入 

② 上下に該当しない 

③ 賠償責任保険に未加入 

 

 

①2 

②1  

③0 

 

過去

の法

遵守

状況 

(別記様式－5 の 3) 

 下記の順位で評価する。 

① 公告日以前の過去 3 年間に公正取引委員会からの排除勧告の実績なし 

② 公告日以前の過去 1 年間に公正取引委員会からの排除勧告の実績なし 

③ 上記に該当しない 

 

 

①2 

②1  

③0 

 

専

門

技

術

力 

業務

執行

技術

力・

業務

成績 

(別記様式－3) 

 国土交通省及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部、港湾管理者発注の

過去 4 年間(令和 2 年度から令和 5 年度)の、同じ業種区分（土木関係建

設コンサルタント）・登録業種（港湾及び空港）の業務の評定点を下表で

評価する。 

 ただし、申請件数は 5 件までとし、平均値が 55 点未満の場合は加点し

ない。 

なお、過去 4 年間の 100 万円以上の業務実績がないため、業務成績を評

価できない場合には加点しない。 

 

 

 

配点：25 

①100%(25) 

② 90%(22.5) 

③ 80%(20) 

④ 70%(17.5) 

⑤ 60%(15) 

⑥ 50%(12.5) 

⑦ 40%(10) 

⑧ 30%(7.5) 

⑨ 20%(5) 

⑩ 10%(2.5) 

 優良

業務

表彰 

(別記様式－2) 

国土交通省及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部、港湾管理者発注の過

去 4 年間(令和 2 年度から令和 5 年度)の、同じ業種区分（土木関係建設

コンサルタント）・登録業種（港湾及び空港）の業務で、優良業務表彰の

経験について、下記の順位で評価する。 

 

① 表彰実績有り 

② 表彰実績無し 

 

 

 

①10 

②0 

 

予

定 

管 

理 

技 

術

者

資

格

要

件 

 

技術

者資

格等

業務

執行

技術

力 

(別記様式－6) 

 技術者資格を下記の順位で評価する。 

① 技術士(総合技術監理部門：建設－「港湾及び空港」、「建設環境」又は

環境－「環境保全計画」) 

② 技術士(建設部門：「港湾及び空港」又は「建設環境」) 

③ RCCM（「港湾及び空港部門」又は「建設環境部門」） 

④ 上記に該当しない場合は選定しない。 

 

① 5 

② 3 

③ 1 

④ 選 定 し な

い 

  

申請件数の平均点↓

８０点以上 ⑤ ④ ③ ② ①
７５点以上８０点未満 ⑥ ⑤ ④ ③ ②
７０点以上７５点未満 ⑦ ⑥ ⑤ ④ ③
６５点以上７０点未満 ⑧ ⑦ ⑥ ⑤ ④
６０点以上６５点未満 ⑨ ⑧ ⑦ ⑥ ⑤
５５点以上６０点未満 ⑩ ⑨ ⑧ ⑦ ⑥

申請件数→ 1 2 3 4 5
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の 

経

験

及 

び

能

力 

 

 

専

門

技

術

力 

 

 

成果

の確

実性

（業

務実

績） 

(別記様式－6 の 2)(別記様式－6の 3) 

 過去 10 年間の同種又は類似業務等の実績を下記の順位で評価する。 

③ 平成 26 年度以降に同種業務の実績がある。 

④ 平成 26 年度以降に類似業務の実績がある。 

⑤ 上記に該当しない場合は選定しない。 

記載する業務は 1 件とし、図面、写真等を引用する場合も含め、1 件につ

き 1 枚以内に記載する。2 件以上提出した場合は、③の評価とする。 

(ここで、同種及び類似業務とは、２(2)ア(イ)の業務のこと。) 

 

 

①4 

②2 

③選定しな

い。 

 

情

報

収

集

力 

地域

精通

度 

 

 

 

 

 (別記様式－6) 

 平成 26 年度以降から公告日までに完了した業務実績については下記の

順位で評価する。なお、業務実績は、国または、重要港湾以上の港湾管

理者の公共事業を実施する機関の実績で、契約金額が 500 万円以上の業

務とする。 

① 那覇港管理組合管内における業務実績がある。 

② 沖縄県内における業務実績がある。  

③ 上記に該当しない。 

 

 

①3 

②1 

③0 

 

 

 若手技術

者 

（別記様式－6） 

 公告日を基準とし、下記の順位で評価する。 

① 40 歳以下の管理技術者を配置 

② 上記以外 

 

①3 

②0 

 専

門

技

術

力 

業務

執行

技術

力・

業務

成績 

 

(別記様式－7) 

 国土交通省及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部、港湾管理者発注の過

去 4 年間(令和 2 年度から令和 5 年度)の、同じ業種区分（土木関係建設

コンサルタント）・登録業種（港湾及び空港）の業務の評定点を下表で評

価する。 

 ただし、申請件数は 5 件までとし、平均値が 55 点未満の場合は加点し

ない。 

なお、過去 4 年間の 100 万円以上の業務実績がないため、業務成績を評

価できない場合には加点しない。 

 

 

 

 

 

 

 

配点：30 

①100%(30) 

② 90%(27) 

③ 80%(24) 

④ 70%(21) 

⑤ 60%(18) 

⑥ 50%(15) 

⑦ 40%(12) 

⑧ 30%(9) 

⑨ 20%(6) 

⑩ 10%(3) 

  優良

業務

表彰 

(別記様式－6) 

国土交通省及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部、港湾管理者発注の過

去 4 年間(令和 2 年度から令和 5 年度)の、同じ業種区分（土木関係建設

コンサルタント）・登録業種（港湾及び空港）の業務で、優良業務表彰の

経験について、下記の順位で評価する。 

 

① 表彰実績有り 

② 表彰実績無し 

 

 

①2 

②0 
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業務

執行

技術

力(当

該部

門従

事期

間) 

(別記様式－6) 

 技術者の資格要件で評価した部門等の従事期間を下記の順位で評価す

る。 

① 公告日以前の当該部門の従事期間が25 年以上 

② 公告日以前の当該部門の従事期間が15 年以上 

③ 上記に該当しない。 

  従事期間は、申請の資格取得後の年数に次の期間を加えたもの。算定

は、告示日を基準とする。 

  技術士(総合技術監理部門)の場合、10 年 

  技術士(建設部門)の場合、7年 

 

 

①3 

②2 

③0 

 手持ち業

務の金額

及び件数 

(別記様式－6) 

公告日時点において、下記の項目に該当する場合は選定しない（未契約のものを

含む） 

・手持ち業務の契約金額が 5 億円以上、又は手持ち業務の件数が 10 件以上。

ただし、契約金額が、1,000 万円を超える業務で、管理技術者が低入札 

調査基準価格以下で契約した業務を担当している場合は、手持ち業務の契 

約金額が 2 億円以上、又は手持ち業務の件数が 5 件以上とする。 

 

業務

実施

体制 

業務実

施体制

の妥当

性 

(別記様式－4) 

下記の項目に該当する場合は選定しない。 

① 業務の分担構成が、不明確又は不自然な場合。 

② 設計共同体による場合に、業務の分担構成が細分化され過ぎている場

合、一の分担業務を複数の構成員が実施することとしている場合。 

③ 主たる部分が再委託予定となっている。 

 

合計 満点の点数 100.0 

 

(3)技術提案書の提出を要請する者の選定は、参加表明書の提出期限の日以降、令和 6 年 6 月 26 日

(水)(予定)までに通知する。 

 

４ 技術提案書の特定に関する事項 

 (1)技術力等の評価基準 

   本業務の技術力等に関する評価項目、評価基準及び得点配分は次のとおりとする。 

   なお、予定管理技術者が、業務実績、業務成績、表彰の評価対象期間に、産前休業、産後休業、 

 育児休業、介護休業を取得していた場合は、その取得期間と同等の期間を評価対象期間の以前に加 

 えることができる。    

 

ア 予定技術者の経験及び能力 

評価 

項目 

評価の着目点 技術点 

  

判断基準 

管 理 

技術者 

担当※ 

技術者 

  照査 

 技術者   

予 

定 

技 

術 

者 

の 

経 

験 

資

格

要

件 

 

 

技

術

者

資

格

等 

(別記様式－6) 

 技術者資格を下記の準位で評価する。 

① 技術士(総合技術監理部門：建設－「港湾及び空

港」、「環境建設」又は環境－「環境保全計画」) 

② 技術士(建設部門：「港湾及び空港」又は「環境建

設」) 

③ RCCM（「港湾及び空港部門」又は「建設環境部門」） 

④ 上記に該当しない。 

 

①1.5 

②1.0 

③0.5 

④選定し 

ない 

  

 

①1.0 

②1.0 

③0.5 

④0.0 

 

 

①0.5 

②0.5 

③0.2 

④選定し

ない 
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及 

び 

能 

力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専 

門 

技 

術 

力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業 

務 

執 

行 

技 

術 

力 

 

 

(別記様式－6 の 2)(別記様式－6 の 3) 

 過去 10 年間の同種又は類似業務等の実績を下記の順

位で評価する。 

① 平成 26 年度以降から公告日までに完了した同種業

務の実績がある。 

② 平成 26 年度以降から公告日までに完了した類似業

務の実績がある。 

（ここで、同種及び類似業務とは、2(2)ア(ｲ)の業務の

こと。） 

③ 上記に該当しない。 

  記載する業務は 1 件とし、図面、写真等を引用す 

る場合も含め、1 件につき 1 枚以内に記載する。なお 

、2 件以上提出した場合は、③の評価とする。 

 

 

①0.5 

②0.3 

③選定し 

ない 

 

 

 

 

 

①1.0 

②0.5 

③0.0 

 

 

 

 

 

 

①0.5 

②0.3 

③選定し   

ない 

 

 

 

 

 

当 

該 

部 

門 

の 

従 

事 

期 

間 

 

 

(別記様式－6) 

 技術者の資格要件で評価した部門等の従事期間を下

記の順位で評価する。 

① 公告日以前の当該部門の従事期間が 25 年以上 

② 公告日以前の当該部門の従事期間が 15 年以上 

③ 上記に該当しない。 

 従事期間は、申請の資格取得後の年数に次の期間を

加えたもの。算定は、告示日を基準とする。 

 

技術士（総合技術監理部門）の場合、10 年 

技術士（建設部門）の場合、7 年 

 

 

①0.5 

②0.3 

③0.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

①0.5 

②0.3 

③0.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

①0.5 

②0.3 

③0.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情 

報 

収 

集 

力 

 

 

 

地 

域 

精 

通 

度 

 

 

 

(別記様式－4) 

平成 26 年度以降から公告日までに完了した業務実績に

ついては下記の順位で評価する。なお、業務実績は、国・

都道府県・政令指定都市その他の公共事業を実施する

機関の実績で、契約金額が 500 万円以上の業務とする。 

① 那覇港管理組合管内における業務実績がある。 

② 沖縄県内における業務実績がある。  

③ 上記に該当しない。 

 

 

①0.5 

②0.3 

③0.0 

 

 

 

 

 

①0.5 

②0.3 

③0.0 

 

 

 

 

 

①0.5 

②0.3 

③0.0 

 

 

 

 

 

ＣＰＤ 

 

 

 

 

(別記様式－7) 

 ＣＰＤ取得単位を下記の順位で評価する。 

① 令和 3 年度から令和 5 年度の 3 年間の取得単位が

150 単位以上 

② 上記に該当しない。 

 

 

①0.5 

②0.0 

 

 

①0.5 

②0.0 

 

 

①0.5 

②0.0 

 

 

若手技

術者 

 

 

（別記様式－6） 

 公告日を基準とし、下記の順位で評価する。 

① 40 歳以下の管理技術者を配置 

② 上記以外 

 

 

 

 

 

①0.5 

②0.0 
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専 

門 

技 

術 

力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業 

務 

執 

行 

技 

術 

力 

・ 

業

務

成

績 

 

 

 

 

 

 

(別記様式－7) 

 国土交通省及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部、港

湾管理者発注の過去4年間(令和2年度から令和5年度)

の、同じ業種区分（土木関係建設コンサルタント）・登

録業種（港湾及び空港）の業務の評定点を下表で評価す

る。 

 ただし、申請件数は5件までとし、平均値が55点未満の場合 

は加点しない。 

なお、過去4年間の100万円以上の業務実績がないため、業務成績

を評価できない場合には加点しない。 

 

 

 

   配点： 

     4 

   配点： 

   4 

配点： 

4 

①100% 

② 90% 

③ 80% 

④ 70% 

⑤ 60% 

⑥ 50% 

⑦ 40% 

⑧ 30% 

⑨ 20% 

⑩ 10% 

 

 

 

 

①100% 

② 90% 

③ 80% 

④ 70% 

⑤ 60% 

⑥ 50% 

⑦ 40% 

⑧ 30% 

⑨ 20% 

⑩ 10% 

 

 

 

 

①100% 

② 90% 

③ 80% 

④ 70% 

⑤ 60% 

⑥ 50% 

⑦ 40% 

⑧ 30% 

⑨ 20% 

⑩ 10% 

 

 

 

 

 優
良
業
務
実
績 

 (別記様式－6) 

国土交通省及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部、

港湾管理者発注の過去 4 年間(令和 2 年度から令和 5 年

度)の、同じ業種区分（土木関係建設コンサルタン

ト）・登録業種（港湾及び空港）の業務で、優良業務

表彰の経験について、下記の順位で評価する。 

① 表彰実績有り 

② 表彰実績無し 

 

 

 

①1.0 

②0.0 

 

 

①1.0 

②0.0 

 

 

①1.0 

②0.0 

小計 

 

満点の点数 

 

9.0 8.5    7.5  
25.0 

注)担当技術者については、主たる業務を担当する者 1 名を評価する。 

   

 

 

 

イ 実施方針 

評価項目 

 

評価の着目点 技術点 

 判断基準 書面 ヒアリング 

実施方針・ 

実施フロー・ 

工程表その他 

(別記様式 

－12) 

 

業務理解度 

目的、条件、内容の理解度が高い場合に優位に評価す

る。 

 

7.0 

 

 

実施手順 

 

業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合に

優位に評価する。 

 

5.0 

業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合

に優位に評価する。 

 

5.0 

 

 

その他 

 

 業務に関する知識、有益な代替案、重要事項の指摘があ

る場合に優位に評価する。 

 

4.0 

地域の実情を把握した上で、業務の円滑な実施に関す

る提案があった場合には優位に評価する。 

 

4.0 

小計 25.0 
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ウ 特定テーマ 

 

 

 

 

 

 

 

評価項目 

 

評価の着目点 技術点 

 判断基準 書面 ヒアリング 

特定テーマに関

する技術提案 

(別記様式 

－13) 

全
体 

特定テー

マの整合

性 

相互に関連する複数の評価テーマ間の整合性が高い場

合は優位に評価し、矛盾がある等整合性が著しく悪い場

合は評価しない。 

 

10.0 

 

特
定
テ
䤀
マ(

ア)
 

 
 
 

的確性 地域特性などの与条件と整合性が高い場合に優位に評

価する。 

 

3.0 

着眼点、問題点、解決方法等が適切かつ論理的に整理

されており、本業務を遂行するにあたって有効性が高い

場合に優位に評価する。 

 

3.0 

 事業の重要度を考慮した提案となっている場合に優位

に評価する。 

 

2.0 

事業の難易度に相応しい提案となっている場合に優位

に評価する。 

 

2.0 

実現性 提案内容に説得力がある場合に優位に評価する。 

 

 

3.0 

提案内容を裏付ける類似実績などが明示されている場

合に優位に評価する。 

 

3.0 

利用しようとする資料が適切な場合に優位に評価す

る。 

 

2.0 

提案内容によって想定される事業費が適切な場合に優

位に評価する。 

 

2.0 

 

特
定
テ
䤀
マ
䥹
イ
䥺 

 
 

的確性 地域特性などの与条件と整合性が高い場合に優位に評

価する。 

 

3.0 

着眼点、問題点、解決方法等が適切かつ論理的に整理

されており、本業務を遂行するにあたって有効性が高い

場合に優位に評価する。 

 

3.0 

事業の重要度を考慮した提案となっている場合に優位

に評価する。 

 

2.0 

事業の難易度に相応しい提案となっている場合に優位

に評価する。 

 

2.0 

実現性 提案内容に説得力がある場合に優位に評価する。 

 

 

3.0 

提案内容を裏付ける類似実績などが明示されている場

合に優位に評価する。 

 

3.0 

利用しようとする資料が適切な場合に優位に評価す

る。 

 

2.0 

提案内容によって想定される事業費が適切な場合に優

位に評価する。 

 

2.0 

小計 50.0 

アからウの合計（満点） 100.0 
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エ 参考見積もりに関する確認 

評価項目 

 

評価の着目点 技術点 

 判断基準 評価のｳｪｰﾄ 

参  考 

見積もり 

業務コストの

妥当性 

 

・業務量の目安を超える金額の場合は非特定 

 

－ 

 

 (2)技術提案書に関するヒアリング 

 技術提案書の内容について次の日時、場所等においてヒアリングを行う。 

 ア 期間 令和 6 年 7 月 23 日（火）午後 1 時から午後 4 時まで（予定） 

 イ 場所 那覇港管理組合会議室 

 ウ その他 ヒアリングの日時は、選定後に追って連絡する。ヒアリングへの出席者には、配 

         置予定管理(主任)技術者を含め、資料の説明が可能な者、あわせて最大 3 名以 

                 内とする。 

(3)技術提案書に基づく業務 

 実際の業務に際しては、技術提案書の評価に関する事項の業務計画について記載された内容に基

づき、業務計画書作成及び実業務を行うものとする。 

 契約書に明記された技術提案書の内容が受注者の責により実施されなかった場合は、契約書に基

づき補修の請求、又は補修に代え若しくは補修とともに損害の賠償の請求を行うことができる。 

 

５ 参加表明書等に対する質問及び回答 

 参加表明書等を提出しようとする者又は技術提案書を提出しようとするものは、参加表明書又は

技術提案書について、書面(様式自由)により質問をすることができる。ただし、提出資格が無いと

判断する者からの質問は受け付けない。 

(1)問い合わせ先 

 ア 契約手続に関すること。 

   公告文６(5)アによる。 

 イ 上記(1)以外に関すること。 

   公告文６(5)イによる。 

(2)提出期間、提出方法、及び場所  

 ア 期間 参加表明書について：公告日から令和 6 年 6 月 25 日（火）まで 

      技術提案書について：公告日から令和 6 年 7 月 10 日（水）まで 

 イ 受付時間 土、日、祝祭日を除く、午前 9 時から正午、午後 1 時から午後 5 時 

 ウ 場所 上記(1)による。 

 エ 提出方法 書面(様式自由)を持参することにより提出すること。郵送又は電送(メ－ルや 

         ファクシミリ)によるものは受け付けない。 

(3)回答の方法 

  ア 期間 質問の日から参加表明書又は技術提案書提出期限の前日までの 

ホームページサーバのメンテナンス等を除く毎日 

  イ 場所 那覇港管理組合ホームページ新着情報 

 

６ 各種手続等 

(1)参加表明書の提出等 

 ア参加希望者は、2 に掲げる参加資格確認及び技術提案書の提出要請を得るため、次に従い 

  参加表明書及び、確認資料等を提出しなければならない。 

 イ提出期間、提出場所及び方法 

 (ア)期間 令和 6 年 6 月 14 日(金)から令和 6 年 6 月 25 日(火)まで 

 (イ)受付時間 土、日、祝祭日を除く、午前 9 時から正午、午後 1 時から午後 5 時 

 (ウ)提出方法等 持参又は、郵送により提出。なお、郵送においては提出期間内必着とする。     

 (エ)提出部数 2 部 
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 (オ)提出先 〒900-0035 那覇市通堂町 2-1 那覇港管理組合 企画建設部 計画建設課 

      電話番号 098－868－0336 

 ウ 参加表明書の作成方法 

   参加表明書は、別記様式により作成し、別記様式－1 を表紙として提出すること。  

   なお、経営状況の安定性を確認するため、企業の定款及び直近 2 期分の決算報告書等を提出

すること。 

エ 参加表明書の無効 

本説明書等において記載された事項以外の内容を含む場合、又は別添の書式に示された 

  条件に適合しないものについては、無効とする場合があるので注意すること。 

(2)技術提案書及び見積書の提出 

 ア 提出期間、提出場所及び提出方法 

 (ア)期間    令和 6 年 6 月 26 日(水)から令和 6 年 7 月 10 日(水)まで 

 (イ)受付時間  土、日、祝祭日を除く、午前 9 時から正午、午後 1 時から午後 5 時 

 (ウ)提出方法等 持参又は、郵送により提出。なお、郵送においては提出期間必着とする。    

 (エ)提出部数  2 部 

 (オ) 提出先 〒900-0035 那覇市通堂町 2-1 那覇港管理組合 企画建設部 計画建設課 

      電話番号 098－868－0336 

 イ 既存資料の閲覧 

 (ア)期間  令和 6 年 6 月 14 日(金)からヒアリングの日まで 

 (イ)閲覧時間  土、日、祝祭日を除く、午前 9 時から午後 5 時  

 (ウ)閲覧場所 〒900-0035 那覇市通堂町 2-1  

那覇港管理組合 企画建設部 計画建設課 

       電話番号 098－868－0336 

 ウ 技術提案書の作成方法 

 技術提案書は、別記様式により作成し、別記様式－11 を表紙として提出すること。 

 (ア)実施方針・業務フロー 

業務の実施方針、業務フローについて簡潔に記載すること。記載に当たっては、Ａ4 版 1 枚

に記載すること。 

 (イ)特定テーマ 

参加説明書 1 業務の概要(4)業務内容に示した、評価テーマに対する取り組み方法を具 

体的に記載すること。その記載にあたっては、概念図、出典の明示できる図表、既往成  

果、現地写真を用いることに支障はないが、本件のために作成したＣＧ、詳細図面等を 

用いることは認めない。 

記載にあたっては、1 テーマにつき A4 版 1 枚以内に記載すること。 

  エ 技術提案書の無効 

      本説明書等において記載された事項以外の内容を含む場合、又は別添の書式に示された条件 

      に適合しないものについては、無効とする場合があるので注意すること。 

(3)受注者の決定日 

   受注者の決定は、下記の日時までには決定する予定である。なお、決定日に変更がある場合 

   には、技術提案書を提出した者に通知する。 

  ア 日 時：令和 6 年 7 月 25 日(木)(予定) 

 

７ 契約保証金 

 (1)契約保証金 

    契約を結ぼうとする者は、那覇港管理組合契約規則第 4 条及び契約書の定めるところによ 

   り、契約保証金は免除とする。 

 

８ 配置予定技術者の確認 

技術提案書の特定後、ＴＥＣＲＩＳ等により配置予定技術者の配置違反及び手持ち業務量の制限

の違反等の事実が確認された場合、契約を結ばないことがある。なお、病気・死亡・退職等の場合
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でやむを得ないとして承認された場合の外は、技術提案書の差し替えは認められない。病気等特別

な理由により、やむを得ず配置予定技術者を変更する場合は、2 に掲げる要件を満たし、かつ当初

の配置予定技術者と同等以上の者を配置しなければならない。 

 

９ 支払条件 

前金払   契約金額の 30%以内 

 

10 火災保険の要否 

 否 

 

11 非選定者又は参加資格がないと認められた者がその理由に対して不服がある場合(苦情申立

て)技術提案書の提出要請を受けなかった者又は参加資格がないと認められた者は、契約担当者

に対してその理由について、書面をもって説明を求めることができる。 

(1)提出期限、提出場所、提出方法 

 ア 提出期限 非選定の通知を行った日の翌日から起算して 5 日以内(休日を除く。)とする。 

 イ 提出場所 〒900-0035 那覇市通堂町 2-1 那覇港管理組合 企画建設部 計画建設課 

        電話番号 098－868－0336 

 ウ 提出方法 書面(様式自由)を持参することにより提出すること。 

        郵送又は電送(メ－ルやファクシミリ)によるものは受け付けない。 

(2)回答 

説明を求められたときは、苦情申立て期限日の翌日から起算して 5 日以内(休日を除く。)に  

説明を求めた者に対して、契約担当者から書面をもって回答する。 

 

12 再苦情申立て 

 契約担当者からの及びの理由説明に不服がある者は、理由説明に係る書面を受け取った日から 7

日以内(休日を除く。)に、書面により契約担当者に対して再苦情の申立てを行うことができる。 

(1)再苦情申立ての受付窓口及び受付時間 

受付窓口 那覇港管理組合企画建設部 計画建設課 

受付時間 午前 9 時から午後 5 時までとする。 

(2)再苦情申立てに関する手続き等を示した書類等の配布場所 

 〒900-0035 那覇市通堂町 2-1 那覇港管理組合 企画建設部 計画建設課 

  電話番号 098－868－0336 

 

13 不可抗力による変更 

現場条件の変更、天災等、受注者の責に帰さない事由により、技術提案書に影響を及ぼす場合は、

現場の状況により必要に応じ協議して定めるものとする。 

 

14 その他留意事項 

(1)契約等の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

(2)本業務を受注したコンサルタント及び、本業務を受注したコンサルタントと資本・人事面 

 等において関連があると認められた製造業者又は建設業者は、本業務に係る工事の入札に参 

 加し又は当該工事を請け負うことができない。 

(3)参加表明書及び技術提案書の作成に関する費用は、提出者の負担とする。 

(4)提出された参加表明書及び技術提案書は返却しない。なお、提出された参加表明書及び技術提 

案書は、選定及び技術点の算定以外に提出者に無断で使用しない。また、提出された参加表明 

書及び技術提案書は公開しない。 

(5)提出期限以降の参加表明書、技術提案書の差し替え及び再提出は認めない。 

(6)参加説明書を入手した者は、これを本入札手続以外の目的で使用してはならない。 


